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産学連携による高等教育の転換と創造

日本の進学率は国際的に見て低水準

高等教育への公財政支出の伸び率

世界大学ランキングで日本大学の順位が低下
～指標の変更により「高等教育における財政削減」

と「国際化の遅れ」が順位低下に影響～

諸外国では博士号取得者を増加させ、優秀な人材獲得競争が激化。

他方、日本の博士号取得者は少なく、近年、進学者が減少。

（人）

【人口100万人当たりの専攻分野別博士号取得者（2007年）】

合計
135人

合計
211人

合計
272人

合計
175人

合計
290人

合計
193人

（教育指標の国際比較 平成２２、２３年版）

国際的に見て日本の大学院（博士課程）は小規模

【各国の大学進学率の比較（2008年）】

日本 アメリカ

公費負担 ０．５％ １．０％

私費負担

うち家計

民間

１．０％

0.76%

0.24%

１．９％

0.85%

1.05%

合 計 １．５％ ２．９％

※ＧＤＰ 日本：アメリカ＝１：３

人口千人当たり数

日本 ２人

韓国 ６人

アメリカ ９人

イギリス ８人

フランス ８人

Times Higher Education “World University Rankings”

東大 22 26 24

香港大 24 21 23

京大 25 57 25

香港科技大 35 41 40

阪大 43 130 49

北京大 52 37 47

東工大 55 112 60

韓国科技院 69 79 79

浦項大 134 28 112

中国科技大 154 49 154

旧基準

2010
QS

2009
THE&QS

2010
THE

（教育指標の国際比較 平成２１年版）

諸外国が高等教育投資を
強化する中、日本は減少

【博士号取得者数（全分野）の年度推移】

日本の高等教育への公費
投資はアメリカの１／６
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中国は 激増（２．１倍）！

日本は 激減（０．７倍）！

差が拡大

米国への長期留学者数の推移
日中比較～学生の内向き思考～

【大学院学生数の国際比較】

高等教育への投資の対GDP比
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（NSF Science and Engineering Indicators 2010より作成）
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UNESCO Institute for Statistics “Global Education Digest 2010
Comparing Education Statistics Across the World” Table 7を基に作成 (ISCED 5Aの値)

資 料 ４

日本：97

韓国：134

（教育指標の国際比較 平成２３年版）



民間企業におけるイノベーションの実現状況
（科学技術政策研究所「第２回全国イノベーション調査報告」

「国際比較を通じた我が国のイノベーションの現状」（平成２２年９月２２日））
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イノベーション活動における隘路として、技術に関するノウハウや
有能な人材の不足が、最大の課題。

イノベーション活動における隘路

企業活動のグローバル化（国際比較）

国外で製品・サービスを提供
している企業が、よりイノ
ベーションを実現しているの
に対し、我が国の国外に進
出している企業の割合は、
17.7%と13カ国中最下位。
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業の割合をみると、日本は9.5%と
15ヶ国中最下位。

プロダクト・イノベーションのアウトカム（国際比較）
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人口減少と超高齢化が進む中、日本経済の新たな
成長には、イノベーティブな若者の育成が急務

日本の経済成長率と人口増加率の推移

人口の伸び率

（人口：総務省「人口推計」、名目ＧＤＰ：平成２１年度「年次経済財政報告書」）

名目ＧＤＰの伸び率

成長＝人口×イノベーション
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米国の上場企業の管理職等の最終学歴

企業役員等の学歴比較（日米比較）

日本の企業役員等の最終学歴（従業員500人以上）

１．７％ （ １,８００人）中卒・小卒

２３．６％ （２４,９００人）高卒

７．４％ （ ７,８００人）短大・高専、専門学校卒

６１．４％ （６４,９００人）大卒

５．９％ （ ６,２００人）大学院卒

４０．９％３８．０％３８．４％
MBA取得
（全体中）

０．０％

９．８％３．０％四年制
大卒未満

５６．１％４３．５％３５．４％四年制
大学卒

４３．９％４５．６％６１．６％大学院
修了

０．０％

５．４％１４．１％PhD取得
（全体中）

経理部長営業部長人事部長

（注）出典：日本分：総務省「就業構造状況調査（平成１９年度）」
米国分：日本労働研究機構が実施した「大卒ホワイトカラーの雇用管理に関する国際調査（平成９年）」（主査：小池和夫法政大学教授）



○ 主に大学界への期待

１．社会ニーズを踏まえた実践的な教育の強化
２．グローバル化に対応した人材育成の強化
３．学生の質の保証の徹底
４．教員の教育力の向上や教育実績に対する評価の

確立

○ 主に産業界への期待

１．学修成果の尊重と質の保証を前提とした博士（理系）、
修士（文系）の積極的な採用

２．採用活動の早期化・長期化の是正
３．インターンシップ受入れ、ＰＢＬ、実践的な教育等への

協力・アドバイスの強化
４．学問の重要性の再認識
５．博士等の高度人材の循環型のキャリアモデルの開発

ステークホルダーとの協働による
「キャリア形成」の好循環の実現

社会のニーズに
応える大学教育
の成果の明確化

社会のニーズに
応える大学教育
の成果の明確化

採用、ｷｬﾘｱｱｯ
ﾌﾟでの大学教育
との連携強化

採用、ｷｬﾘｱｱｯ
ﾌﾟでの大学教育
との連携強化

多様な学習者が
生涯を通じ大学
を活用する社会

多様な学習者が
生涯を通じ大学
を活用する社会

広く社会で活躍
する優れた博士、
文系修士の増加

広く社会で活躍
する優れた博士、
文系修士の増加

学生の将来見通
しと挑戦意欲の

向上

学生の将来見通
しと挑戦意欲の

向上

学問の重要性
の再認識

ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰ
との協働

教育情報
の可視化

大学生
の就業
力向上

産学連携による
実践的基礎教育

大学・大学院生
への支援の充実

社会人学生の受入れ促進 リーディング大学院の構築

履修証明書
(ｻｰﾃｨﾌｨｹｰﾄ)
制度の活用

学生の受入・
派遣双方向
交流の推進

「学修成果」が軽視された
「低学歴社会」ニッポンの悪循環

採用活動早期化採用活動早期化

危
機

ＯＪＴ中心の
企業の人材養成

ＯＪＴ中心の
企業の人材養成

博士進学率低下
文系修士進学者

の低迷

博士進学率低下
文系修士進学者

の低迷

イノベーション
を担う人材不足

イノベーション
を担う人材不足

危
機

経済の
長期低迷

限界大学教育の成果
とｷｬﾘｱﾊﾟｽが結
びつかない

大学教育の成果
とｷｬﾘｱﾊﾟｽが結
びつかない

大学での学びを
重視しない社会

大学での学びを
重視しない社会

智識社会への
対応の遅れ

将来不安による
学生の就活優先
と内向き志向

将来不安による
学生の就活優先
と内向き志向

高等教育
投資低迷

大学教育の
空洞化

大学教育の
空洞化

危
機

遅れ

遅れ

産学の対話・連携・協働による人材育成の「悪循環」から「好循環」への転換


